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本論文は、「人口低密度地域におけるコミュニティ交通への住民参画の意義と持続的マ
ネジメントに関する研究」と題し、わが国の地方都市の多くが課題として抱える地域公共
交通の持続可能性に着目した研究であり、全６章で構成されている。 
第１章「序論」では、地域公共交通に関わる法制度の変遷を捉え研究の背景を明示する
とともに、既存研究の概要を整理し、本研究の位置づけと目的を述べている。 
第２章では、人口低密度地域住民のトリップダイアリーデータにもとづき、外出行動実
態を把握し、私的な交通手段を持たない高齢者にとって、家族等の送迎が重要な移動ニー
ズを充足する重要な交通手段であることを指摘している。一方で、離散選択モデルを用い
た感度分析結果から、コミュニティ交通までのアクセス距離の短縮によって、コミュニテ
ィ交通の潜在的な需要を喚起しうる可能性を明らかにしている。 
第３章では、住民自らが立ち上げた組織でコミュニティ交通を運営する体制を「自律型
組織」と定義し、この自律型組織への受容意識を検証している。具体的には、新潟県長岡
市山古志地域住民を対象とした意識調査データを用いて構造方程式モデルを構築し、受容
意識の因果構造を分析し、過度な交通サービスを行政が導入することによって、住民の自
律心が損なわれることなどを明らかにしている。 
第４章では、コミュニティ交通の運営には行政負担が不可欠であり、ここに地域間公平
性の問題があることに着目している。そして、コミュニティ交通サービスの利得を直接受
ける「受益地域住民」の自律的な取り組みが、非受益地域住民の公正感に及ぼす影響を定
量的に明らかにしている。具体的には、新潟県長岡市住民を対象とした調査を実施し、コ
ミュニティ交通の運営体制の違い（行政主体／住民主体）による追加的な税金負担に対す
る受容意識および、そこから創発される支払意志額を推計している。そのうえで、地域間
公平性の観点から住民参画の意義を考察している。 
第５章では、自治体の交通政策担当者を対象とした調査などによって、コミュニティ交
通の担い手としてタクシー事業者の利活用に焦点をあて、多様な主体間の連携による地域
公共交通の維持の必要性について議論している。そして、官民協働のあり方として、可能
な限りコミュニティ交通の運行に関しては、地域の交通資源でもあるタクシー事業者を積
極的に活用することの必要性を指摘している。 
第６章では、前章までで得られた知見を総括しながら、住民は利用促進や運行計画の立
案などに関与すべきこと、法定協議会における情報共有の充実など持続的なコミュニティ
交通運営のあり方を提案しており、実務現場への知見の活用性も期待できる。 
 
